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7月の展望

　日本でも移動の自粛がなくなり、旅行・観光な
どが促進されたが、東京都や北京市、米国の複数
の州でコロナ感染が拡大している。ロックダウン
を再び行う国はないだろうが、コロナとの共存を
探りながらU字型の景気回復になろう。
　経済再開後の回復が緩やかとの認識は広がり、
長期金利が低位に抑制される状況にある。米国で
はMMF残高が約4.8兆ドル(5月第3週)と過去最
高水準で待機資金は豊富なうえ、7月末まで失業
給付の上乗せが続く。日経平均株価は6月15日
に21,500円近辺まで下落後、16日に急反発。
22,000円割れを買いたい投資家は少なくない。
　株式市場ではリターンリバーサル相場が一巡し、
成長株や中小型株の有効性が戻って来た。ただ、
バイオ株は投機的に買われた銘柄が散見される。
医薬品株は東証マザーズ時価総額の約13％を占
める。ワクチン開発期待が剥落すれば、新興市場
や中小型株全体に悪影響を与える可能性に注意し
たい。 (6/24 田部井)

経済活動の再開と感染再拡大の綱引きが続く経済活動の再開と感染再拡大の綱引きが続く

投機的に買われたバイオ株に要注意 6月の銘柄・業種別騰落率（5/29→6/23）



銘柄
スクリーニング
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◇TOPIXをアウトパフォームし、相対的に基調が強い銘柄群
（選択条件）
・東証1部上場銘柄。
・過去1カ月のTOPIX(7.4％)リターンをアウトパフォームしている。
・株価が移動平均線(25日線、75日線、200日線)よりも上に位置し、平均売買コストを上回る。
・RSI(相対力指数、14日)が買われすぎゾーンとされる70％ラインを下回る。
・直近予想決算期が20.7期以降で、売上高計画の伸び率(会社計画)が前期比プラス、または前期並み。
これらの中から、チャート形状などを勘案して選択。

過熱感なく上昇継続中の銘柄過熱感なく上昇継続中の銘柄
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スマートシティとローカル5Gスマートシティとローカル5G

　スマートシティとは、情報通信技術(ICT)を使
い、効率的に管理・運営する都市エリアのこと。
Society5.0に似たコンセプトであるが、スマー
トシティは｢Society5.0｣の先行的な実現の姿と
して、国土交通省が推進している。

　スマートシティは世界中で推進されている。理
由は、2050年には2010年の1.7倍の人口が世
界の都市に居住し、世界エネルギーの60～70％
を消費、温室ガスの60～70％を排出する。これ
をICT技術で抑えようという流れである。上下水
道、交通、エネルギー、情報通信、廃棄物処理等
は日本が優れた技術を持つ分野である。
　
　スマートシティの世界的な企業としてはIBMと
シスコが先頭。第2集団として、マイクロソフト、
シーメンス、ファーウェイ、日立製作所、パナソ
ニック、東芝、富士通などが続く。

特　集



Report 2020 July○5

Report 2020.7

　 国土交通省では全国38カ所でスマートシティプロジェクトを推進している。先行モデルプロジェクト
が15カ所、重点事業化促進プロジェクトが23カ所である(図表1)。首都圏が多く、特に千代田区の大手
町、丸の内、有楽町ではエリア内の企業約4,300社が参画するなど一大プロジェクトとなる見通し。図表
2ではプロジェクトに参画している企業をまとめた。

　国土交通省のプロジェクトには入っていないが、トヨタとNTTが発表した静岡県東富士の案件
｢Woven City｣が注目される。トヨタは新型コロナウィルスで事業の先行きが不透明な中でも、東富士
プロジェクトの研究開発費は減少させない旨の発言をしている。
　トヨタは、｢Woven City｣をソフトウェアファーストの考えで進める。スマートフォンのように新し
い端末とアプリの更新で随時機能拡張をすすめ、走る、曲がる、止まるなどの精度を上げる計画。このコ
ンセプトを具体化したのは多目的自動運転EV｢e-Palette(イーパレット)｣である。

　スマートシティの実現には5Gが必要になるが、その中でも地域限定のローカル5Gが注目されるだろう。
5Ｇと比べてローカル5Gのメリットはエリアの柔軟性とセキュリティの高さが挙げられる。これまで無
線化が進んでいなかった工場や農場、建設現場、イベント会場、病院などで導入が見込まれる(図表3)。
　JEITA(電子情報技術産業会)の見通しによると、ローカル5Ｇの世界需要額は年平均65%増で成長し、
2030年には10.8兆円、日本は1.3兆円となる見通し。日本市場ではIoT機器としてロボットやドローン、
自動運転車が需要を牽引し、ソリューションサービスとしては製造分野向けが需要を牽引すると予測され
ている。
　図表4はローカル5Ｇに参入を表明している主な企業である。現状ではローカル5Ｇに携帯電話事業者は
参入できない。工場向けでは実証実験が始まったばかりであるが、新たな市場の形成、成長企業が出てく
るだろう。 (高橋)

実現には「ローカル5G」の利用が必要Ⅲ

トヨタとNTTの静岡県東富士の「Woven City」に注目Ⅱ



ⅠPO
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新規公開、2カ月半ぶりに再開新規公開、2カ月半ぶりに再開
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金融政策と経済指標の改善ペースに注目金融政策と経済指標の改善ペースに注目7月の
スケジュール


